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おわりに
はじめに
1．本稿の目的
　本稿の目的は，日本の自動車メーカー3社（トヨタ自動車，日産自動車，三菱自動車）の生産
システム比較を通じて，自動車メーカーの受注生産システムの方向性を探ることである。ここで
受注生産と言う場合に鍵となるのが，製品の多様化と時間（リードタイム）である（岡本［1995］，
富野［2006a］）。今日の細分化・流動化した消費者の嗜好に応じるため，企業は自らの製品の多
品種化と多仕様化を推し進めている。本稿で取り上げる自動車は，消費者が選択可能なグレード
や色，オプション数を掛け合わせていけば，最終的な仕様数が数万通りにまで達する車種も存在
する。しかし，製品多様化の進展と共に浮上する問題が，需要予測の困難性である。無論，産業
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と企業によって多様化の程度は異なるが，品種と仕様数の増加が需要予測精度の低下を招くとい
う事実に変わりはない。需要を読み間違えれば，在庫の増加もしくは販売機会の損失へと繋がる。
この問題を回避するために，企業が取り得る選択肢が受注生産である。ただし，受注生産には長
いリードタイムを要することが多く，それが販売機会そのものの損失を生み出すこともある（岡
本　［1995］）o
　この問題は，製造企業にとって共通した永遠の課題である。近年，自動車産業に限らず製造業
においては「スピード（速度）の経済」が持つ重要性に注目が集まっている（Stalk／Hout
［1990］，加護野［1999］，加護野／井上［2004］）。市場で巻き起こる様々な環境変化に即座に対
応できる能力が，競争力の源泉の1つとなっている。しかし，長いリードタイムを要する受注生
産戦略を採った場合，スピードを犠牲にしなければならない側面が生じる。そこで突きつけられ
る課題が，受注生産を取り入れながらも，同時にスピードアップを図るという二律背反の問題克
服である。
　このような問題意識のもと，筆者は拙稿（富野［2003］［2004］）において日本の自動車メーカー
の受注生産システムに関する考察を行った。本稿では，特に企業間比較という視点を重視しなが
ら，聞き取り調査をもとに自動車メーカーの受注生産システムの実態を明らかにし，今後の方向
性を探っていく。したがって本稿の位置づけは，富野［2003］［2004］の延長線上にある。
2．リーン生産研究との関連
　自動車企業の生産システム研究の中でも，とりわけ有名なものの1つがマサチューセッツ工科
大学（MIT）の研究グループを中心として1980年代初頭に始められた国際自動車プログラム
（IMVP：International　Motor　Vehicle　Program）である。周知のように，この研究は80年代
の日本の自動車メーカーの国際的躍進を背景にして始まり，研究成果はベストセラーとなった報
告書“The　Machine　that　Changed　the　World”（邦題『リーン生産方式が，世界の自動車産業
をこう変える』）となり世界中に発信された。そこでは自動車企業，特に日本のトヨタ自動車の
販売・生産・購買・開発システムが，ものづくりのトータルシステムとして捉えられ，それが競
争力を発揮するプロセスが克明に描き出されている（藤本［1997］［2001］）。この報告書の発行
を契機として，90年代，世界中の自動車企業に（ときには業種を超えて）リーン生産ブームと
も言える現象が巻き起こったといっても過言ではない。研究者の間でも，自動車の生産システム
に関する研究が爆発的に急増した。
　それまで「かんばん方式」や「サプライヤーシステム」「TQC」「カイゼン」など日本的（ト
ヨタ的）ωな生産慣行の個別の要素に関する断片的な研究蓄積はあったものの，諸要素が一体と
（1）　トヨタ自動車の生産システムが，日本の製造業の生産システム（いわゆる日本的生産システム）の特
　　徴を代表するものであるのかという問題は慎重に議論すべきである。例えば，佐武［1998］は，「わが
　　国の文献では，しばしばトヨタ生産方式は日本的経営の生産方式・日本的生産システムと安易に等置さ
　　れている」（287ページ）と指摘する。
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なった総合力に傾注したという点で，リーン生産研究は大きな注目と賛辞を得ることとなった。
　IMVPの研究は，現在も継続しており第5期（2005年～）へと突入しているが（2），数ある研究
成果の中でも本稿の問題意識と深く関係しているのが，Holweg／Pil［2004］（3）である（4）。　Holweg／
Pil［2004］は，リーン生産研究の成果を大いに認めつつも，これまではトータルパランスとし
ての視点が希薄だったと主張している。研究者（あるいは実務家）の視点が，組立工場内（ある
いは部品工場内）に限定的で，効率性が部分最適に陥っているというものである。
　「リーン生産研究が始まり，それは1990年に出版された報告書『リーン生産方式が，世界
の自動車産業をこう変える』へと繋がっていったのだが，まもなく我々が発見したのは，自
動車産業が現在直面している難題が自動車工場と部品工場内だけに限ったことではないとい
うことである。工場では，過去15年にわたってリーン生産が最も大きな影響力を持ってき
た。しかし，これから求められているのは，「リーン」をより広く理解することであり，ま
た伝統的なリーン生産モデルをシステム全体を見渡した広い視野を持つものへと拡張した新
リーンモデルを構築することである」。（Holweg／Pil［2004］p．3）
　具体的には，リーン生産を取り入れた組立工場内では生産性が上昇し，完成車在庫の量は格段
に減った。組立工場内に限って言えば，確かにコストは低減したのである。しかしながら，ヘン
リー・フォードの時代から続く見込み生産の根本思想は今も何ら変わっておらず，自動車メーカー
は，結局はディーラーを通じて市場に完成車を押し込んでいるに過ぎない，とヨーロッパの自動
車メーカーの調査結果をもとにHolweg／Pil［2004］は述べている。リーン生産は，トヨタ自動
車のものづくり理念である「プル方式（消費者が生産を引っ張る）」を基本概念としていながら，
その内実はそのようになっていないということである。
　さらにHolweg／Pil［2004］は，自動車メーカーは消費者が望むとおりの車を作ることができ
ていないと報告している。現在の仕組みでは，消費者の注文に沿った生産，つまり受注生産を行
おうとすれば，気が遠くなるような長いリードタイムを要しているという。
　先にも述べたように，今日の自動車メーカーが提供する車種とその仕様数は限りなく多く，車
種によっては最終的な仕様数が数万通りにまで達するものもある。そうなれば，どういった仕様
の車を消費者が求めるのかを事前に予想することはほとんど不可能になる。したがって，今日の
ような見込み生産モデルのままでは，生産車と消費者の要望との不一致という問題が必然的に生
じ，それは在庫の積み上げ，もしくは消費者の取り逃しという事態を引き起こす（実際に引き起
（2）　1980～1984年が第1期（Phase　One）にあたる。1984～1990年が第2期にあたり，世界中の自動車
　　メーカーの生産性に関するベンチマーク研究が行われ，その成果が“The　Machine　that　Changed　the
　　World”となって発表された。その後，1990～1999年の第3期，2000～2004年の第4期を経て，現在
　　は第5期（2005年～）へと突入している。詳細については，http：／／imvp．mit．eduを参照されたい。
（3）　現在，塩地洋氏（京都大学大学院経済学研究科教授）と共同で翻訳作業を行っている（近刊予定）。
（4）著者の2人（Matthias　HolwegとFrits　k．　Pi1）は，現在もIMVPの研究員である。
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こしている）というのがHolweg／Pil［2004］の強い主張である。そこで求められるのが，見込
み生産モデルから受注生産モデルへのパラダイム変換であり，消費者の要望に沿った仕様の車を
必要なときに迅速に供給できる体制の構築であるとしている。つまり，在庫は最小限に抑えつつ
も，短納期で消費者が望む車を生産できるシステムを構築しなければならないということである。
それに成功した企業こそが，21世紀の自動車産業においては勝者になるのだと述べている。
　Holweg／Pil［2004］の主張は，次の2点に大別できる。第1に，今日の生産システムを観察・
分析する際には，販売・生産・購買という一連の活動を包括的な視点から見る必要があるという
ことである。一般的に，自動車を含めた加工組立型製造業の場合，販売，完成品の生産，購買の
先に存在する部品生産は，それぞれ別の企業が担っていることが多い。そこで，各プレーヤーの
活動プロセスの相互関係を，ものづくりのトータルな視点から見渡さなければ，今日の生産シス
テムの実態を正確には把握できない。筆者もこれまで，そのようなスタンスで研究を進めてきた
（富野［2003］［2004］［2006a］［2006　b］）。本稿でも視点を自動車メーカーの生産（組立）活動
のみに向けるのではなく，部品生産から完成車販売までの一連の活動を包括的に描く。
　第2に，現代の自動車メーカーは，受注生産とスピードを組み合わせなければならないという
ことである。これは，先述した本稿の問題意識とも合致している。
1．自動車メーカーの生産システムの概要
1．生産システムの多様性
　冒頭にも述べたように本稿では，日本の自動車メーカーの生産システム比較を通じて，自動車
メーカーの受注生産システムの分類を行う。その結果を踏まえて，暫定的ではあるが受注生産の
今後の方向性も探っていく。対象企業は，トヨタ自動車，日産自動車，三菱自動車の3社である。
3社のシステム比較を行い，自動車メーカーが受注生産を行う上での課題を浮き彫りにしていき
たい。
　富野［2003］［2004］でも述べたように，MITのリーン研究をはじめとして，日本の自動車産
業の生産システムに関する既存研究の多くはトヨタを対象とし，そこから日本の自動車産業全体
の競争力要因を抽出しようとしてきたという傾向がある（5）。しかしながら，たしかに各企業が目
指している理念の根底（ここでは，受注生産とスピードの融合）にあるもの（原則）は共通でも，
その実践段階でのパターン（具体的な生産システムの実態）においては，多様なありようが見受
けられるというのが現実である。そこでは，企業を取り巻いている外的環境や内的制約，歴史的
制約など様々な要因が影響し，各企業が構築する生産システムの実態は多様化する（藤本
［2002］）o
（5）松尾［2000］も次のように指摘する。「日本の自動車産業の諸特徴は，典型的にはトヨタ自動車㈱を
　基準に考えられてきた。つまり「トヨタ的」＝「日本的」と捉えられてきたわけである」（47ページ）。
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　しかしながら，これまで具体的にトヨタ以外の日本の自動車企業に対象を向けた研究は意外な
ほど多くない。今日，これまで続いた日本の自動車市場の継続的成長時代から量的な変動への転
換が起きつつあり，そのなかで自動車企業各社の競争力の差異が現れつつあり，同時に各社の競
争力向上に向けた取り組みにも顕著な違いが生じてきているといえる。生産システムの実行パター
ンにおける多様性が増幅しつつあるとも解釈できる。実際に，本稿で取り上げる3社の生産シス
テムには多様性が観察できる。
　日本の自動車産業の生産システムについてより立体的な把握を行う上でも，トヨタ以外の事例
を取り上げることは意義があるのではないかと考えている。もちろん，やみくもに分析対象範囲
を広げることが必ずしも有益な分析結果に繋がるわけではないが，今後の生産システム研究の発
展方向としても他産業・他企業へと目を向け，より複眼的な視点を持ち立体的な把握を行う作業
は必要不可欠であろう。本稿は，このような付随的な目的も含んでいる。こうして，企業間比較
作業を行うことによって自動車メーカーの受注生産システムの実態が鮮明にできると考えている。
2．自動車メーカーの生産・販売・購買プロセス
　ここでは，各メーカーの実態報告に入る前の準備作業を行う。まずは，自動車メーカーが，消
費者からの注文を受け，完成車を生産し納車するまでの一般的なプロセスについて，生産計画と
購買計画の策定手順を追いながら概観しておこう。
　どの自動車メーカーも，完成車の実質的な販売活動を担う全国各地の販売会社（ディーラー）
と需要動向に関する情報交換を多段階で行いながら生産計画を策定していく。
　2．1　年間生産計画
　毎年末～年初頃に，様々な需要予測データをもとにして行なう年間需要予測によって，翌年度
（4月以降）の生産計画を立てる。これは年間生産計画であり，期待計画とも呼ばれるものであ
る。生産予定計画ともいえる。通常は，1年間の総生産予定台数を，月別・車種別に分割する。
これが自動車メーカーの翌年度の人員計画・投資計画・購買計画等の基礎データとなる。この年
間生産計画を，年初に全部品サプライヤーに伝達する自動車メーカーもある。このデータが公式
に流されるかどうかに関わらず，部品サプライヤーはメーカーの購買部門への独自のルートを通
じて年間計画を入手することが多い。サプライヤーにとってもこの計画は，自社の人員計画・投
資計画の基礎数値となるため重要である。年間生産計画は，需要動向に応じて半年毎に見直され
る。
　2．2　月間生産計画
　国内販売部門（営業部門）が，毎月初頭に全国の販売会社から車種別の向こう3ヶ月分の需要
予測値（販売会社にとっては販売目標値）を受けとる。したがってN月分の生産については，
N－3月に生産計画策定の最初のステップが開始されることになる。この数値に国内販売部門自
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身の需要予測を加え，同時に各ディーラーの販売能力に関する自動車メーカー自身の評価を適用
しながら，車種別・大分類の仕様別に暫定する。したがって，ディーラーから提出される予測値
がそのまま生産計画に反映されるわけではない。この販売計画の数字に契約上の拘束力はなく，
あくまでもメーカーが生産計画を立てる際の，同時に部品サプライヤーに対して提示する部品発
注データの参考になるものである。通常，大分類の仕様とは，ボディータイプ・エンジンタイプ・
トランスミッションタイプ・グレードの組み合わせによって定まるものである。
　一方で，海外販売部門に関しても同じように，海外の販売会社から向こう3ヶ月分の注文を受
けるが，これにも車の仕様の情報が付いており詳細なものになっている。
　次に，生産管理部門で，上記の2つ（国内分と海外分）の販売情報に自社の生産能力面の調整
を加えて，向こう3ヶ月分の見込み生産計画を立てる。
　この3ヶ月分の生産計画のうち，直近のN月分の総完成車数量については，車種別の生産日
程計画に分割する。基本的には単純にN月の稼動日数で平均化する。「基本生産計画」あるいは
「マスタースケジュール」などと呼ばれるものである（以下，基本生産計画で統一する）。なお，
海外輸出分に関してはこの基本生産計画の段階で，全ての仕様（最終仕様）が確定されることが
多い。
　このようにして，毎月N－1月20日前後に，N月，　N＋1月，　N＋3月の生産計画が立てられ，
N月分に関しては，車種別の月間総生産台数（すなわち月当たりの生産総量）がほぼ固定され
る（6）。仕様に関しても暫定されており，それをもとに各種部品の必要量を算出し，部品サプライ
ヤーに対しての発注の事前予告（内示と呼ばれる）の基本材料となる。
　2．3　週間（旬間）生産計画
　この基本生産計画にもとついて，自動車メーカーは販売会社との直接の情報交換を行いながら
週毎あるいは旬毎に計画を見直し，工場別・生産ライン別の日産量を計画する。この場合の計画
見直しのレベルは，各車種の仕様に関する修正であり，基本生産計画の修正にあたる。
　2．4　製造日程計画
　最終的な工場ライン別の製造日程計画は，販売会社からの注文に応じて策定される。N月中
にわたって全国の各販売会社から完成車の注文内容が伝えられ，その注文内容と見込み生産計画
との仕様の擦り合わせ作業を行っていく。計画と注文内容が一致しない場合に，色やエンジン形
式，装備等に関して注文内容の修正を行うのである。ただし，生産計画の修正範囲には制限があ
り，それは主として部品の購買計画の変更可能範囲（つまりは部品の調達可能状況）に依存して
いる。どの自動車メーカーも，見込みの日産計画を策定する際に，例えば「車種Aのサンルー
フ付き」は1日に＊台までという様に，仕様のアイテム毎に生産数量枠（通常は各アイテム毎に
（6）　自動車メーカーによっては，N月内に生産台数の調整を行うところも存在する。
（lll） 受注生産システムの方向性
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図1生産計画策定プロセス
10％～20％程度）を設定している。
　見込み生産計画が修正不可能な場合，つまり販売会社からの注文内容と一致しない車輌の取り
扱いに関して自動車メーカー毎に違いが生じる。具体的には3通りの処理の仕方が存在する。1
つ目は，その車輌をそのまま生産し自動車メーカーの在庫車とするケースである。2つ目は，販
売会社が引き取るケースである。3つ目は，その車輌そのものの生産を行わないというケースで
ある。
　こうした調整作業の後，自動車メーカーによって違いはあるが生産日の3～6日前に最終的な
製造日程計画を確定する。この製造日程計画では，多種多様な車種の工場ライン別の組み立て順
序が決定されている。ただし製造当日には，組立（ボディーに各種部品を取り付ける蟻装工程）
前のボディー溶接と塗装工程で溶接不良や塗装不良の手直しが入るため，実際の組み立て順序計
画は事前の計画から多少変更される。したがって厳密には，自動車メーカーが最終的な生産順序
計画を確定するのは，ボディーが最終組立工程に入る直前である。
　以上のような4つのステップを経て，自動車メーカーは需要動向に対応する生産計画を策定し
ていく（図1）。
　2．5　部品購買計画
　次に，視点を生産プロセスの上流部分へと移そう。需要動向に対応しながら生産計画が作り上
げられていく過程に，部品の購買手続きがどのように組み合わされているのかを見ていく。自動
車メーカーの購買プロセスは，大きく2段階に分けることができる。
　サプライヤーに対する部品発注手続きの最初のステップは，上述の月間生産計画にもとついて
行なわれる。毎月自動車メーカー内部で向こう3ヶ月分の生産計画を立てると述べたが，その計
画から導き出した必要部品の3ヵ月分の発注量を毎月サプライヤーに提示する。ただし，月間生
産計画策定の段階では，製造予定の車種名以外の項目は正式には決まっていない。そこで自動車
メーカーは，月間生産計画策定の段階では車種以外の最終仕様の注文内容を予測にもとついて決
めている。過去の販売データ，今後の市場動向予測等により，各車種毎に異なる多様な最終仕様
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の注文を予想するのである。こうして，各車種の最終仕様それぞれの生産に必要な部品の出現確
率を導き出し，向こう3ヵ月分の部品の予想発注情報（内示表）をサプライヤーに対して毎月20
日前後に専用のオンラインを通じて伝達する。
　例えば，N－1月20日過ぎに伝達される内示表の中には，　N月分，　N＋1月分，　N＋2月分の
発注情報がそれぞれ示してあり，直近のN月に関する発注については，納入日程表として日次
の納入数量がほぼ確定している。このプロセスを毎月繰り返していくのである。なお，「内示」
という表現が使用されていることからもわかるように，日々の納入数量が暫定しているとはいえ，
この段階での発注はあくまでも事前予告という位置付けにある。その後，自動車メーカー内で基
本生産計画を週毎に（あるいは旬毎ごとに）修正していく作業（つまり車種毎の仕様を修正する
作業）を行うが，そのプロセスの中で内示表の伝達を再度行う。部品サプライヤーへの内示伝達
の頻度は自動車メーカー毎に異なり，例えば日産自動車では，確定発注日の16日前から毎日伝
える。
　このようにして，N月分の納入量が示された納入内示表を各部品サプライヤーに伝えた後，　N
月の日々の納入数量および納入時間を指定するという作業に移る。この段階で，最終的な部品発
注が行われる。この日次情報の伝達は，オンラインで行われることが多い。部品の納入方法は2
通り存在する。1つは，ロット納入であり，1日数回数時間ごとに指定の時刻と場所に部品サプ
ライヤーが納入する方法である。トヨタ自動車では，有名な「かんばん」を通じて行われる⑦。
もう1つは，シートやタイヤ，バンパー，最近ではインパネモジュールなどのサイズが大きく，
完成車の工場で大きな在庫スペースを必要とし，車1つ1つの仕様に応じて種類が多岐にわたる
ような部品は，組立ボディの着工順序通りに納入される。ただし，前述したようにボディの最終
組み立ての着工順序計画が正式に確定するのは，塗装工程を経て組立工程（各種部品をボディに
組み付ける礒装ライン）に入る直前である。この時点で，順序納入部品を生産するサプライヤー
に車輌の納入順序をオンラインで送り，組み立ての順番通りにボディに合致する部品を納入して
?
N一胴 N月 N＋1月 N＋2月
N－1月 日割部品内示表
N－1月 ● 内示C正
團〔内示修正〕 　月間
燻ｦ修正
　月間
燻ｦ修正??
内示
C正N月
　月間
燻ｦ修正
　月間
燻ｦ修正
N月
月間生産計画
● 確定発注
図2　部品購買計画策定プロセス
（7）最近は，従来の紙媒体を利用した「かんばん」ではなく，
　の納入指示に切り替わっている。
「電子かんばん」と呼ばれるオンラインで
　（ll3）　　　　　　　　　　　　受注生産システムの方向性　　　　　　　　　　　　　　ll3
もらう。納入頻度は，どの自動車メーカーも約30分毎である。
　以上のように，自動車メーカーにおける購買計画は，基本生産計画に対応した月次レペルの発
注内示と日々の生産に対応した日次レベルという2段階の計画が組み合わされている（図2）。
ll．自動車メーカー間の比較分析
1，在庫リスク負担の違い（8）
　ここからは，上述した概要に，自動車メーカー各社（トヨタ自動車，日産自動車，三菱自動車）
の仕組みを重ね合わせていくという作業を行う。いずれのメーカーも，月間生産計画を策定する
段階までのプロセスはほぼ同じと考えてよい。各社とも，3ヶ月を1つの単位として生産計画を
策定し，毎月それを見直していく。日時の多少の違いはあるものの，N－1月20日前後にN月
の月間生産計画（基本生産計画）を策定し，車種別の生産台数の枠（生産計画の外枠）を決める。
なお，三菱自動車（以下，三菱）は，生産台数そのものの計画を当該月内に修正する仕組みを設
けていると聞いているが，後述するようにそれはあくまでも特別な場合のみである。
　各社の違い，特にトヨタ自動車（以下，トヨタ）と他の2つのメーカーとの違いが生じてくる
のが，週間生産計画の策定段階からである。各社とも，毎月初頭に全国の販売会社から翌月の販
売目標値（仕入れ要望）を受け取るがトヨタの場合，この販売目標値に各種指数（独自の需要予
測，生産能力など）を加えた後，販売会社からのN月分の注文を旬に分割し，各旬の生産台数
引取枠（ファーム案）をN－1月中に各販売会社に回答する。ここで販売会社は，事前に提出し
た仕入れ要望がどれくらいトヨタの生産計画に反映されたのかを把握する。この時点でトヨタ系
の販売会社には，翌月の仕入れ台数に関する引き取り責任が生じる。その後，販売会社傘下の各
ディーラーは，トヨタからの回答で確定した車種別引取台数枠にしたがって，各旬毎の旬間オー
ダーを最終仕様レベルで段階的に送る。トヨタでは，ディーラーからの旬間オーダーに基づいて
工場別・ライン別の日産量を計画する。その後，各旬毎の生産日と配送予定表がディーラーに届
けられる。
　しかしトヨタは，ディーラーからの旬間オーダーに対しての仕様に関する変更を受け付けてい
る。当該車種の工場でのラインオフ予定日の3日前までなら，ディーラーは事前に発注した旬間
オーダーについて，必要があれば（つまり消費者の注文した仕様と一致していなければ）色やエ
ンジン形式，装備等に関して注文内容の修正を行うことができる。ただし，上述したように無制
限修正が可能なわけではなく，その割合は，各仕様の装備それぞれについて生産日の計画数量の
±10％以内に設定されている（9）。この変更の数量は，最大で旬オーダニ全体の車輌数の約50％に
（8）　各社の仕組みは，筆者がこれまで行った各種聞き取り調査にもとついている。
（g）オプション部品は，メーカーオプションとディーラーオプションの2つがあり，前者は自動車メーカー
　の工場内で取り付けられる装備で，後者はディーラーの整備場など工場から出荷された後に取り付ける
　装備である。この場合ディーラーオプションの方が，計画修正を直前まで行えることが多い。
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まで及ぷこともある。この手続きが，デイリー変更と呼ばれている。したがってディーラーはデ
イリー変更が必要であれば，完成車の配送予定表と対照しながら車種レベルで一致するものを探
し，当該品の生産日の3日前までにデイリー変更をかける。
　これに対して，日産自動車（以下，日産）と三菱の場合には，各販売会社に対する車輌の引き
取り責任という仕組みは存在せず，前月にメーカー側に提出する販売目標数に引き取りの拘束力
はない⑩。各販売会社のディーラーは，当該月内で消費者の注文が確定した時点でメーカー側に
随時発注をかけることが可能となっている。無論，販売会社が戦略的に見込み発注をかけること
は可能だが，原則として販売会社側が在庫リスクを負う必要はない。その代わり，自動車メーカー
側が在庫リスクを負う仕組みとなっている。自動車メーカーは，あらかじめ予測をもとに策定し
た当該月の見込み生産計画の枠の中に，販売会社から伝えられる注文を落とし込み，車種とその
仕様の擦り合わせ作業を行う。注文が引き当たらなかった車種もしくは計画と注文車種は一致
レても仕様の擦り合わせができなかった場合，その車輌はメーカー側の在庫車となる。日産の場
合は，車輌完成日の4～6日前（工場の生産ラインによって異なる），三菱は5日前に製造日程計
画が固定される。したがって販売会社からすると，生産計画が確定する日までに注文を入れられ
ない場合には，次の日以降の計画の中に当該車の注文が反映されるまで納車日が延びていくこと
になる（図3）。なお三菱では，注文が引き当たらなかった車輌数の程度によっては，生産計画
の下方修正という決定を下すこともあるという。ディーラーは，オンラインで自動車メーカーに
注文を入れると，ほぼその日のうちに納期回答がなされる。
　トヨタ系のディーラーは，当該月の車種別台数引き取り枠の範囲内で見込みで車輌を発注し，
その後必要に応じて各車種の仕様に関する注文内容を変更していく仕組み（デイリーオーダー）
である。したがって，ディーラーが見込み発注した車に消費者の注文内容が引き当たらなかった
場合や，仕様修正のデイリーオーダーが不可能だった場合には，注文車輌が在庫車となるリスク
（10）　三菱も，軽自動車に関しては引き取り責任の仕組みが存在している。
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がディーラー側に付きまとう。
　このように，3社の仕組みの中で特微的に異なるのが，在庫リスクを生産側と販売側のどちら
が受け持つのかという点である。トヨタの場合は販売会社が，日産と三菱はメーカー自身が持っ
ている（11）。この違いを生み出している主な要因には，聞き取りによれば1つには販売会社の規模
（例えば，規模や資本力）の違いがあるとしている。トヨタ系の販売会社と日産・三菱系の販売
会社の規模を比べた場合には，相対的にみてトヨタ系の方が資本力が大きいことが多い。したがっ
て，日産と三菱では在庫リスクを販売会社に課すことが難しいと予想される（12》。
　もう1つの要因は，部品サプライヤーとの関係にあると筆者は考えているのだが，これについ
ては後述する。
2．見込み生産と受注生産の組み合わせ
　冒頭にも述べたように，受注生産を行おうとすれば生産リードタイムが長くなる可能性が生じ
る。それを回避するためには，見込み生産を行い消費者の注文よりも先行して各種活動を始めて
おく必要がある。しかしながらその場合には，部品生産から完成にまで至る生産活動のいずれか
の地点に在庫リスクが付きまとう。この両者の矛盾をどのように解決するのかが，受注生産に突
きつけられる課題である。本稿で紹介した事例を見れば分かるように，現在の日本の自動車メー
カーは，あくまでも見込み生産を基盤にしながらも，そこに受注生産的な要素を組み込もうとし
ている。
　どのメーカーも，当該月の1週間程度前に需要予測によって基本生産計画を策定し，それをも
とに部品展開を行い，サプライヤーに発注内示を伝達する。部品サプライヤーも内示の情報をも
とに各種活動を開始する。したがって，この基本生産計画の予測精度そのものがその後に生じる
様々な在庫リスクを左右すると言ってよい。その後，当該月内に入り販売側からの最終的な注文
を受け，基本生産計画を修正していき，その時点から受注生産的な色合いを次第に帯びていくこ
ととなる。生産計画の修正可能な期日は，どのメーカーも概ね当該車輌の完成予定日の3～5日
前である。したがって，消費者が注文を行ってから販売会社のディーラーに（“消費者に”では
ない㈹）納車されるまでの最短リードタイムは，輸送リードタイムを含めると10日前後という
のが，今日の自動車メーカーの現状である。現時点で，これ以上短縮することは物理的にほとん
ど不可能であろうと筆者は考えている。
　ここで重要なのは，全ての注文車が最短のリードタイムで納車できるわけではないという点で
ある。トヨタであれば生産日の3日前にデイリー変更が可能となった車輌，日産と三菱であれば
4～5日前に計画と注文の擦り合わせができた車輌，言い換えれば最短で生産計画が修正できた
（11）　日産自身が保有している在庫車の量は，平均して20日分前後であるという。
（12）　これは，自動車メーカーでの聞き取り調査においても確認された。
（13）実際に消費者の元に納車されるまでには，車輌の登録業務等の時間が加算されるため，あと数日かか
　　ることになる。平均して，消費者への納車リードタイムは25日程度である。
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車輌に限られる。それができない場合には，注文が計画に反映されるまで納期が延びていく。同
時に，生産計画の修正ができなかった車輌は在庫車となる（14）。実際に，1日の製造日程計画の中
で販売会社からの注文により計画修正された車輌の割合は，工場（生産ライン）や車種によって
異なるが，総じてトヨタで約50％，日産では約60％程度であるとしている。したがって販売会
社からの注文が全て消費者の注文にもとついていないにせよ，この数字が今日の日本の自動車メー
カーの受注生産比率と捉えてよいだろう。
3．トヨタにみる基本生産計画の安定性
　これまで見てきたように今日の自動車メーカーの場合，繰り返しになるが，受注生産的な要素
を帯びてはいるものの，基本にあるのは見込み生産である。その大きな要因の1つが，部品調達
の側面にあると筆者は考えている（富野［2003］［2004］［2006a］）。よく知られているように，2
万点から3万点の部品から構成される自動車の場合，日本の自動車メーカーは，そのうち70％
近くの部品を外部の部品サプライヤーから調達している。したがって，消費者の注文に連動した
生産計画の修正は，そのまま部品購買計画の修正へと繋がる。同時にそれは，部品サプライヤー
の生産計画へも影響が及ぷ。前述したように，部品サプライヤーの多くは，自動車メーカーから
の内示をもとに生産準備（材料の調達や人員手配）を開始し，生産それ自体も最終的な納入指示
が来る前に始めているため，内示と実際の発注量との大きな乖離が起きた場合には対応できない
可能性がある。そうなれば，部品在庫の増加という問題に直面する。長期的に見れば，メーカー・
サプライヤー双方にとって好ましい状況ではない。つまり自動車メーカーが受注生産的な要素を
強める際の大きな障壁は，部品調達にあると言ってよい。
　そこで，自動車メーカーに求められるのが，部品購買計画の安定性を高めつつも，同時に生産
計画は修正できるような仕組みを構築することである。サプライヤーに伝達する事前の内示情報
は，基本生産計画にもとついているため，基本生産計画の安定性をどこまで高めるられるのかと
いう点が鍵を握るとも言い換えることができる。自動車メーカーの中でも，この点に特に傾注し
ているのがトヨタであると筆者はみている（富野［2003］［2004］）。それは，次のような2つの
要因から導くことができる。
　第1に前述したように，トヨタは基本生産計画で確定した生産台数を全て販売側が引き取るこ
とになっている。これにより，基本生産計画の大枠が月内に揺れ動くことを抑制できる。販売会
社の規模の違いという点はあるにせよ，日産と三菱は引き取り責任の仕組みを敷いていない。た
だし，ここで付け加えておかなければならない重要な点は，トヨタの仕組みは一方的に販売側へ
車輌を押し込むものではないということである㈹。販売側との数度にわたる情報交換と需要予測，
（14）販売会社が消費者からの注文を入力する際には，まず最初に在庫車のデータベースにアクセスし（販
　売会社在庫，自動車メーカー在庫の順にアクセスする），そこに該当車がないかを確認する。該当する
　車が見つかれば，それは即納車となる。
（15）　もちろん，このことがディーラーにおける過剰値引き販売競争に繋がっているという側面は完全には
　否定できない（藤本［2001］）。
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各ディーラーの各種能力等を慎重に検討するというプロセスを経た後に，基本生産計画が決定さ
れている（浅沼［1997］）（16）。それに加えて，車輌生産日の3日前まで仕様を修正できるというフ
レキシブルな生産体制が，販売側の在庫リスクを軽減しているという点にも注目せねばならない
（富野［2003］［2004］）。
　第2の要因は，部品サプライヤーへの影響をかなり考慮している点である。トヨタでは，仕様
に関するデイリー変更の仕組みが存在するが，無制限修正が可能なわけではなく，既に述べたよ
うに，その割合は各仕様の装備それぞれについて生産日の計画数量の±10％以内に設定されてい
る。これは，部品の内示と「かんばん」による確定発注数量との大幅な乖離を防ぐことを大きな
目的としている。部品サプライヤー側の生産計画への波及を考慮してのことである。つまり，内
示精度の重要性とそれを高めることに強い意識を持っていると言い換えることもできる。真鍋
［2002］は，他自動車メーカーと比較して，部品サプライヤーのトヨタに対する各種信頼性が高
いことを定量的に実証している。筆者の部品サプライヤーへの聞き取り調査でも，他社と比べて
トヨタの内示精度に高い信頼を寄せているという声を聞くことが多かった。トヨタと他の自動車
メーカーの間に内示精度の差が実際にどれほどあるのかという具体的なデータはないが，部品の
発注変動に関して部品サプライヤーへの配慮を重視していることが伺える次のような事例を紹介
したい。
　トヨタに自動車用ランプを納入している部品サプライヤーA社の話である（’7）。かつては，N－
1月25日前後にトヨタよりN月分の部品納入内示表が伝達された後には，基本的に，かんばん
による日々の納入指示があるのみであった。しかし2000年前後から，1週間に1度のペースで
内示訂正表が伝達されてくるようになった。その大きな要因の1つは，自動車用ランプの種類そ
のものの増加にある。近年，従来のフィラメントを使用したハロゲンランプに比べて性能を大幅
に向上させたHID（High　Intensity　Discharge）ランプと呼ばれる製品が開発され，それらが
主に高級グレード仕様の車に搭載されるようになった。したがって，ディーラーによるデイリー
変更によって当該車種のグレード変更が行われた場合，A社へのランプの発注数量の修正が必
要となる可能性が高くなる。それまで自動車のランプに関しては同じ車種内のグレード間での種
類の違いはほとんど無かったのだが，それがHIDランプが登場して以来，仕様毎に異なるよう
になったのである。そこで，トヨタへのランプの発注数量がディーラーのデイリー変更の影響を
受けるようになり，内示訂正の頻度が以前よりも増加したのである。ハロゲンランプのみの搭載
であった場合には，同じ車種内の仕様間でランプは共通化される傾向が高かったため，当該月内
で車種の生産量そのものが変動しない限りは（既に述べたように，トヨタは月内で車種別生産量
の計画修正は行っていない），発注量に影響が及ぶことはなかった。
　加えて，そうした部品発注量の変動傾向の高まりにA社が対応できるように，製造日の3日
（16）浅沼［1997］は，このようなプロセスのことを，維持可能な月間生産計画を作りあげようとするノウ
　ハウと呼んでいる。
（17）A社への聞き取り調査による。
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前に確定するトヨタの製造日程計画（VLT：Vehicle　Linkage　Tape情報と呼ばれる）へのアク
セスが許可されるようになったという。このVLT情報によって，　A社は，かんばんによる納入
指示が行われるよりも以前に，内示と実際の発注量との変化を確認することができ，発注変動へ
の対応準備を行う。このように，トヨタは発注変動が多くなることが予想される部品サプライヤー
に対する情報伝達の重要性を認識していることが分かる（18）。
　以上のように見てくると，トヨタは日産や三菱と比べると相対的に部品サプライヤーを含めた
生産側の効率を軸に置いた生産戦略を採っていると言うことができるかもしれない。需要予測に
よって策定される見込みの基本生産計画を起点として生産準備を始めるまでは，どの自動車メー
カーの仕組みも概ね同じである。しかしトヨタは，そこで確定した生産台数を販売側に全て供給
するのに対して，日産と三菱は販売店から注文を受けた車輌のみを供給する。むろん，日産と三
菱は，販売側からの注文に引き当たらない生産車輌についてはメーカー側の在庫車となるが販売
側の在庫リスクを負っているという点では，トヨタよりも市場志向が強いという見方もできる。
三菱は，販売側からの注文に引き当たらない生産計画車輌に関しては計画減産を行うということ
もある。加えて，上述したように部品サプライヤー自身の生産効率の維持という点でもトヨタは
強い意識を持っていると言える。
皿．受注生産の方向性と複数サイクルの共存
　ここからは，自動車メーカーの今後の受注生産の方向性について考察を進めていく。鍵となる
のは全体的バランスであると見ている。この場合の全体というのは，購買（サプライヤー），生
産，販売，消費者の包括的連鎖を意味し，それぞれの活動の主体者に必要以上の負荷（ストレス）
がかからない仕組みを構築することが重要となる。自動車産業のような裾野の広い複雑な生産構
造を持つ製品では，市場連動型の受注生産の導入を行えば，各活動主体に多大な影響が及ぷ。と
りわけ，素材や部品生産への波及効果が大きい。では，どのような方法を採ることが望ましいの
か検討してみよう。結論を先取りすれば，一様に受注生産とスピードアップを図らない仕組みを
構築することが必要なのではないかと考えている。部品サプライヤー，自動車メーカー，販売会
社の3つの視点から述べていく。
1．部品サプライヤー
　本稿で紹介してきたように，自動車メーカーにおける車輌組立それ自体は，比較的受注生産の
色合いが強いが，それに先行する部品サプライヤーの活動は見込み生産である。したがって，部
品生産の起点情報となる自動車メーカーの基本生産計画の予測精度が重要となる。まず自動車メー
（18）　「情報が在庫に切り替わる」という方針のもとに，需要動向・需要予測の情報共有によってサプライ
　　ヤーの在庫リスクを抑制した例として，デル・コンピュータの取り組みが有名である（Fine［1998］，
　Dell／Catherine［1999］，戸田［2000］）。
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カーは，この基本生産計画の精度向上に努めなければならない。とはいえ，ここに受注生産を取
り入れるということは，生産計画が変更される（同時に部品の購買計画が変更される）というこ
とを意味する。そこで部品サプライヤーには，計画変更に可能な限り対応する柔軟な生産能力の
構築が求められる。トヨタは，この点に関して，部品サプライヤーの協力会である「協豊会」や
自社内の生産調査部などを通じた生産技術指導を積極的に行っている（佐武［2001］真鍋
［2002］）。同時に自動車メーカーは，計画変更に関する密な情報提供を行う必要がある。
　このように，自動車メーカーは購買計画の安定性を図り，同時に部品サプライヤーは柔軟な生
産体制でそれを支えるという好循環を生み出すことが重要である。
2．自動車メーカー
　受注生産的な要素を強める際に自動車メーカーが行わなければならないことは，受注生産の色
合いの濃淡をはっきりと区別することであると筆者は考えている。この場合の濃淡というのは，
スピードの強弱あるいは生産サイクルの長短と言い換えてもよい。つまり，早く窺い生産サイク
ルの側面（スピードのある受注生産の側面）と，相対的にゆったりとした長いサイクルで回す側
面とを明確に区別し，戦略的に組み合わせた生産システムの構築が重要となるのである。具体的
には，（1）車種と仕様，（2）高級車と大衆車，（3）売れ筋の仕様とその他，（4）国内向けと輸出向け，の
4つの側面でスピードの強弱を付けることが重要であると考えている。
　第1に，月間生産計画において，車種別の生産台数の計画は当該月内では大幅に修正せずに固
定し，この部分は長いサイクルで回すことがやはり必要であろう。そうすることによって，基本
生産計画の外枠が固定されるため，上述したような部品サプライヤーへの内示精度向上に繋がる。
しかし，車種内の仕様に関しては，可能な限り短く早い修正サイクルを取り入れることによって，
受注生産的な要素を相対的に強くし，販売側の在庫リスクを削減せねばならない。
　第2に，その短い仕様修正サイクルであっても高級車と大衆車のサイクルを区別することが重
要であろう。例えば，トヨタのレクサスシリーズのような高級車を購入する消費者の場合は，納
期の短さよりも自分の嗜好と仕様との合致を望む傾向が強いと予想できる。それに比べて，カロー
ラのような大衆車の場合は，相対的に仕様へのこだわりよりも短納期を望む消費者の方が多いは
ずである。したがって，高級車に対しては受注生産的な色合いを強めるが無理に短納期は目指さ
ず，大衆車はその反対の仕組み（見込み生産で短納期）を構築することが望ましいと思われる。
　第3に，売れ筋の仕様とそれ以外の仕様とを区別した仕組みを作る必要がある。今日の車の仕
様数が最終的には数万通りに達するとはいえ，通常はその中で消費者の購買集中度が高い，いわ
ゆる売れ筋仕様という領域が存在する。車種によっては，全仕様構成比率の中で数％しか占めて
いない仕様が，総販売台数の40～50％を占めていることもあるという。それらに関しては，早
めに生産計画を固定し生産効率を上げ，多少の在庫リスクを負いながらも短納期を目指す方がよ
いだろう。しかも，たとえ在庫車となったとしても，その後に売れる可能性は高い。その他の少
量の仕様に関しては，可能な限り短サイクルでの計画修正を目指すのである。修正が不可能であっ
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た場合でも，こだわりのある消費者は納期の長期化を許容する傾向も高いだろう。
　第4に，国内向けと輸出向けの車輌を区別することである。端的に言えば，輸出向けの車輌の
計画を最終仕様レベルで早期に固定し，この部分に関しては長い生産サイクルで回すのである。
とりわけ北米市場では，消費者は広大な車の展示場の中から自分の気に入った車を選び，そのま
ま乗って帰るという購買パターンが一般的なため，こういった戦略を採りやすい。ただし，この
戦略は今日のどの自動車メーカーも既に実施している。
　以上のように，単純に短納期を目指すのではなく，状況に応じて戦略的に納期を伸縮させるこ
とが重要である（図4）。
3．販売会社
　受注生産を取り入れるにあたり，販売会社はどのような対応をとるべきであろうか。重要なの
は，販売側が生産側（あるいは部品サプライヤー側）の論理を意識的に理解するということであ
る。ここでいう生産側の論理とは，受注生産的な側面を強くすればするほど生産効率が低下する
ということである。極めて当たり前の論理ではあるが，これはスピードのある受注生産を成功さ
せる上でのポイントである。
　短納期での受注生産的要素を取り入れるとはいえ，自動車産業の場合その基本にあるのは，繰
り返しになるがやはり見込み生産である。したがって，見込み生産部分を支えるために販売側に
求められる役割というものは，消費者の注文を自動車メーカー側に伝えるだけの受動的なもので
はなく，事前に立てた販売計画を積極的に達成するという能動的側面を常に持っていなくてなら
ないということである（浅沼［1997］）。販売側が自動車メーカーの見込み生産計画の安定化機能
の一端を担うことによって，効果的な受注生産が実現できるのである㈹。そういった意味では，
（19）例えば，受注生産による成功企業として取り上げられることの多いデルコンピュータでも，受注生産
　　を効果的に運用するための必須条件として，消費者に対する営業力の強化を挙げている。例えば，大口
　　顧客の企業に対しては，社員を常駐させ積極的な購買を促すような働きかけを行っている（『日経コン
　　ピュータ』1998年7月6日号）。
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トヨタのような引取り責任の仕組みを敷くことが，どの自動車メーカーにもある程度は必要なの
ではないかと筆者はみている。しかしその場合，全ての車種と車輌に対して一様に引き取り責任
の仕組みを取り入れるのではなく，上述したような複数のレベルで柔軟に使い分けて組み合わせ
る（例えば，高級車や，売れ筋の仕様から外れる少量販売の車には，引き取り責任は設けない）
仕組みを構築することが重要である。そうでなければ，自動車メーカーから販売側への単純な押
し込みという事態を招くことになる。
おわりに
　本稿は，日本の自動車メーカーの生産システムの事例を通じ，受注生産構築の可能性と方向性
について考察を行ってきた。誤解を恐れずに言えば，これまで受注生産に関する議論では，1つ
の時間軸のみで語られることが多かったように思われる。その中で，いかにスピードアップを図
るのかという側面に焦点が当てられてきたと言える。井上［2001］も，企業経営と時間との関係
を取り扱った過去の研究を見渡し，時間軸は1つであり，経営活動のスピードが速ければ速いほ
どよいという前提を壊す必要があると述べている。本稿も，井上［2001］の議論に影響を受けて
いる。岡本［1995］は，現代の生産システムに突きつけられる課題は，大量生産システムの中に
多品種多仕様生産を組み込むことの困難解決であると述べる。大量生産の根底には見込み生産が
あり，多品種多仕様化の高まりは受注生産的側面の強化を促すが，両者を特徴付ける時間軸には
違いがある。岡本［1995］の主張も，換言すれば異なる時間軸の融合に注目したものである。
　本稿で取り上げた自動車メーカーでも，単純に受注生産とスピードアップ（納期短縮）を目指
すだけでは競争力向上に繋がらない。ポイントは，部品生産から販売まで至る，ものづくりの一
連の活動の中に複数の時間軸が流れており，それを明確に区別し効果的に組み合わせることであ
る。
　第1に，部品サプライヤー，自動車メーカー，販売会社それぞれに流れる時間軸が異なる。部
品サプライヤーと自動車メーカーは，生産効率を高めるために長い時間サイクルを好む。それに
対して販売会社は，在庫リスクを削減するために短い時間サイクルを望む。この長短のサイクル
の融合をどこまで進めることができるのかというのが，受注生産に求められる根本的な課題である。
　第2に，部品サプライヤー，自動車メーカー，販売会社それぞれの中にも，長短2つのサイク
ルが混在する。部品サプライヤーは，自動車メーカーから伝えられる内示をもとに生産準備を開
始する。ここには長い生産サイクルがある。しかし最終的に，トヨタの「かんばん」等によって
自動車メーカーから伝えられる確定発注は，非常にサイクルが短い。その短いサイクルに対応す
るため，部品サプライヤーには柔軟な生産体制の構築が必須となる。
　自動車メーカーの生産活動の中でも複数の時間軸を区別し，部品サプライヤーと販売会社（消
費者と言ってもよい）双方との対応関係を考慮しながら戦略的に組み合わせる必要がある。車種
と仕様，高級車と大衆車，売れ筋の仕様とその他，国内向けと輸出向けの4つのレベル毎に，そ
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の中に流れる時間軸の明確な区別と使い分けが重要であると本稿では指摘した。
　販売側においても，現代のものづくりの基本思想はやはり長い生産サイクルによる経済合理性
にあることを意識した積極的な販売活動を目指し，そのことが逆に実は短いサイクルでの受注生
産を可能にするのだということを理解しなければならない。
　以上のように，とかく受注生産というとスピードナップ（納期短縮）の実現という側面に焦点
が当てられがちであるが，生産・販売活動の中に流れる複数の時間軸を認識し，全体バランスを
考慮しながら状況依存的に（コンティンジェンシー的に）それらを組み合わせることが必要であ
る。それによって効果的な受注生産が実現できるのではないだろうか。
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